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報告の流れ

• 「新農村建設」：背景、政策内容、施策、効果

• 習時代の農村政策：美麗郷村建設、精准扶貧

• 習時代の農村政策(2)：郷村振興戦略

• 郷村振興戦略実現のネック:都市と農村の二元

化

• 農村政策の改善の方向：日本の経験を参考にし
て

(農業経済と土地制度改革などの問題を割愛）
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1．新農村建設

1.1 「新農村建設」政策提起の背景
• 1990年代後半、「農民が本当に苦しんでおり、

農村が本当に困窮しており、農業が本当に危
機にある」。三農危機

• 国の歳出における三農への支出比は1990年
の21.9%から2004年の10.16%へと減り、2004
年全国の1/3以上の村に道路見開通、農村
教育財政支出は全国の1/4以下。
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1.2 「新農村建設」政策の提起

• 2002年胡温政権、「調和社会の建設」を目標

• 2005年党会議で、三農問題解決の重点施策とし
て「新農村建設」を提起。2006年1月共産党中央
1号通達「新農村建設推進に関する若干の意

見」が公表。工業が農業、都市が農村支援。

• 方針：「生産発展、生活寛裕、郷風文明、村容整
潔、管理民主」 （生産が発展し、生活はゆとり
があり、村の気風が文明的で、村の容貌が整
然・清潔で、管理も民主的である）
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1.3 主な施策と成果
• 財政の三農への投入額が増加

出所:任（2015）

•農業生産へのサポート
農業税の免除と農業生産への財政補助(農家補助金、

専業合作社補助・奨励金など）増、農地整理・水利建設
費も増加。
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公共サービス・社会保障

• 義務教育の無料化、貧困地域への補助増
• 年金：2004年新型農村養老保険制度が創設、
2009年全国推奨、2012年全国普及、2014年都
市住民基礎年金と一本化

• 医療保険：2003年新型農村合作医療保険制度
創設、2008年全国普及、2013年普及率98%

• 農村最低生活保障制度：2004年5省、2006年22
省に導入、2007年全国普及

（ただし、省・直轄市間、都市と農村間の地域格
差が大きい）
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インフラ建設と居住環境

郷鎮道路
開通率

村道路
開通率

村道路
舗装率

衛生飲
用水率

水道普
及率

水洗トイ
レ率

2005年
度

93.64 76.1 58.9 71.5 37.6 13.1

2012年
度

99.97 99.55 86.46 95.3 74.6 71.7

• インフラ整備と居住環境の改善：「三通」（道路、
電力網、テレビ通信網）、「四改」（水道、トイレ、
豚小屋、台所）、「五化」（住宅外観の美化、緑
化、道路の舗装化、ライトアップ化、排泄物の浄
化」

出所:任（2015）
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２．習時代の農村政策の変化

2.1 美麗郷村建設

美麗郷村建設： 十類型のモデル

特に目立つのは、レジャー・旅行観光農業、
体験農業など産業＋村全体の建設計画と成
設計＋住宅改良＋インフラ建設など（財政が
重点支援）

ほかは、一、二、三産業の融合（六次産業化）
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2.2 「精准扶貧」政策（精確な扶貧）

• 背景：2020年に「全面的小康社会」を実現するため、農村
貧困人口全員の貧困脱却が必要。2015年貧困ライン以
下の貧困人口は5630万人で、年間千万人の削減が目標。
2017年に「三大攻略戦」の一つとして、「貧困撲滅堅塁攻
略戦」が2020年までの党と政府の重要なタスクとされた。

（以前の貧困削減政策の粗末さを克服するため）
• 扶貧対象の精確化
• 支援プロジェクトの精確化
• 扶貧資金使用の精確化
• 各貧困家庭への支援措置の精確化
• 貧困村に第1書記長の派遣の的確化

• 貧困脱出効果についての考課の精確化
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「精准扶貧」の主な方法

• 産業振興：農林産業による扶貧、観光業による
扶貧、ネットビジネス扶貧、村集団財産の収益に
よる扶貧、農業技術による扶貧

• 労働力移転：貧困者無料職業訓練、貧困者就職
斡旋、職場と訓練学校、経済発達地域と貧困地
域の労務提携

• 転居・移住：貧困区、貧困世帯の移住促進。移
住後の就職斡旋、産業支援。貧困家庭危険家
屋の改修支援。（国家・地方財政プロジェクト資
金、地方基金）。
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• 教育扶貧

• 医療・健康扶貧

• 生態保護扶貧
• 生活保護(16年末農村約4600万人、都市１500万人）

• 社会扶貧：東部省・市から西部省・市への扶助、各レ
ベルの政府部門・国有企業・教育機関などによる貧困
村への援助（第1書記の派遣、扶貧チームの派遣、公
的機関が村・貧困世帯に様々なサポート）、民間団体
や社会の慈善事業による寄付・援助

貧困地域（山地）の全体推進と各世帯への分類施策
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表 第十三期五か年計画期間中

貧困地域・人口の貧困脱却目標

項目 2015年 2020年 目標の属性

登録認定貧困人口数（万人） 5630  脱却実現 拘束性

登録認定貧困村数
（万村）

12.8  0  拘束性

貧困県数(個） 832   0  拘束性

移住・転居貧困人口数(万人） — 981  拘束性

貧困地域農家一人当たり可処
分所得成長率（％）

11.7  全国平均より高い 予期
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続き
項目 2015年 2020年 目標の属性

貧困地域集中給水率（%） 75  ≥83  拘束性

登録貧困世帯の危険家屋の改築率
（%） — ほぼ100 拘束性

貧困県義務教育安定在学者率
（%） 90  93  予期

登録貧困世帯中病気による世代数
（万戸）

838.5  ほぼ解決 予期

登録認定貧困村集団経済体の年収
入（万元）

2  ≥5  予期
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効果

• 貧困人口数9899万人(2012)→3046万人(2017年末）。年
平均で1370万人削減。貧困削減事業開始以来最速の結
果(2010年価格で2012年国家貧困ライン2300元、2016年
約3000元）

• 国家貧困県832県(2012)→ 585県(2018年2月）。

• 貧困地区の農民純収入の成長幅は、農民全体の収入成
長幅よりも2.5ポイント高く、過去最高の記録

• 健康医療扶貧で、病気のため貧困になった貧困世帯数
は2015年末の726.9万から2017年の388.2万戸と減少した。
貧困脱却人数は851．6万人で、同期間貧困脱却人数の
34%を占める。
（2016年以降、農村貧困人口への医療保険負担額の軽
減などの傾斜政策が実施され、2017年貧困世帯重病の
自己負担率は平均16％で前年比27ポイント減。）
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３．郷村振興戦略

• 2017年10月党の19回全国大会報告

方針 「産業興旺、生態宜居、郷風文明、治理有
効、生活富裕」(産業が盛りたてて、環境がエコで
住み心地がよく、気風が文明的、ガバナンスが
効果的、生活が豊かである）

新農村建設 「生産発展、生活寛裕、郷風文明、
村容整潔、管理民主」 の拡張・深化
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郷村振興戦略

• 初めて中長期目標を設定。2020年に郷村振興
に重要な進展を達成し、制度の枠組みと政策体
系をほぼ構築する。 2035年に、決定的進展で、
農業・農村の現代化を基本的に実現する。
2050年、農業が強い、農村が美しい、農民が豊
かである局面を全面的に実現する。

• 党の目標（2020年小康社会、2035年、社会主義
現代化のほぼ実現、2050年、社会主義現代化
の強国の実現）と一致。

• 五年計画（２０１８－２０２２）を策定。（また公表し
ていない）
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４．郷村振興のネック

都市と農村の収入格差
• 収入格差（倍率）が少し縮小しているが、縮小が緩や

かに（李・岳の分析で購買力平価では格差縮小してい
ない）。 また、絶対値の差が拡大している。

• ジニ係数（2012国家統計局0.473＜北京大0.532＜人
民大学0.539）。なお、2015‐17年、国家統計局0.462、
0.465、0.467と上昇。

• 大富豪の収入（統計漏れ）を入れて計算すると、 2007
年0.492、2013年0.553（羅永亮2017）

• 都市内部と農村内部の収入差が拡大している。（都市
部ジニ係数は2007年の0.334から2013年の0.375に、
農村も0.355から0.410に増加）。
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表 都市対農村住民一人当たりの収入比

中国国家統計局「中国統計年鑑』各年版により作成 18



表 所得のジニ係数(国家統計局）
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表 農村、都市の所得状況

２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６

農村住民一人当た
り可処分所得（元）

9430 10489 11422 12363

賃金収入割合 38.7% 39.6% 40.3% 40.6%
経営純収入割合 41.7% 40.4% 39.4% 38.3%
財産純収入割合 2.1% 2.1% 2.2% 2.2%

移転純収入割合 17.5% 17.9% 18.1% 18.8%

2013 2014 2015 2016

都市住民一人当た
り可処分所得（元）

26467 28844 31195 33616

賃金収入割合 62.8% 62.2% 62.0% 61.5%

経営純収入割合 11.2% 11.4% 11.1% 11.2%
財産純収入割合 9.6% 9.7% 9.8% 9.7%

移転純収入割合 16.3% 16.7% 17.1% 17.6%
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社会保障格差

• 都市部公務員などの年金平均は農村部年金
の30‐40倍

• 都市部年金の上昇幅＞農村部
• 農村医療保険(2016年都市住民医療保険基
準と統一）の個人負担率が高い。保険範囲が
狭い。農村貧困世帯の7割が家族の病気によ
る。貧困発生率と病気発生率との相関が一
番高い。

• 農民工の社会保険への加入率が低い。
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インフラの格差
• 県庁所在地の都市経営（インフラの整備や都市開発）が急速

に進んでいるが、農村部は美麗郷村建設モデル村、成功企
業家が村のリーダーになった村、集中転居村以外では、イン
フラ整備の進展が比較的に遅い。

• 農村の公共建設費用は、村の集金や村集団経済の収益金、
政府補助金、寄付金などで賄う。農家の労働力の派遣も。

例えば 村道路：幅3.5‐4.5m、1km補助金現在最大25万元。

維持・修繕費も村の責任。

• 政府が村集団の稼ぐ力の強化を求めている。（「村集体組織
法」が策定中、特殊法人化。集団資産の登録も急ピッチ）。農
村政策の担当者は「郷村振興に農民、村集団、社会、政府の
力の集結が必要だが、村のことは村が自力で」と言っている
（農村農業部HP、6月15日韓俊副大臣発言）。
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教育格差

大都市では、農民工、外地戸籍者の子供が
都市内の義務教育公立学校に進学できない。

農村では学校の統廃合が進み、農村、郷鎮
から県庁所在地へ学校が集中。また、優秀な
教師と学生は県から省（大都市）へ。

教師賃金が地方財政によって賄われ、地域
格差、地域内公務員の賃金との格差が問題。
（六安事件）
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格差により、都市化と郷村振興の両方の
も困難に
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５：農村政策の改善の方向：
日本の経験を参考にして

• 中国の三農政策の形成と意思決定プロセスは集権的で、政策の
実行は政治運動方式である。組織力・動員力は半端ではないが、
行政の画一性による非効率な部分が多い。また、政策の方向性
に問題があった場合、修正が難しい。

• 各レベルの行政部門の分散と多重管理で、三農への資金がバラ
バラで、資金の利用効率が悪い。勿論総額がかなり足りない。

• 国・地方の財政・行政役割分担が混乱で、国の全国公共サービス
のための財政負担率が少ない。また、国は所得再分配や社会保
障制度の整備に十分な責任を果たしていない。

• 区州市、県市の財政、特に公共建設や公共サービスの予算の大
半は都市部に使われている。農村の「村」という非政府自治組織
に公共サービスの過大な負担を押し付けている。

• 現在の政策には、都市・農村の二元構造と各種の格差の解消へ
の決心が見られない（既得利益集団が阻害要因だけではなく、政
治家・官僚の思考様式の硬直化にもよる）
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例：湖北省農村建設キャンペーン（三万活動）

活動テーマ 三万活動の実施内容

2011/3‐2011/6
「訪万戸」

26460名幹部と他の公務員は26018村に進駐し、計1062万戸の農家で調

査を行い、各村の課題や農民の要望を整理し、村ごとの振興策を策定。
また、要望や課題約6万件を解決。

2011/12‐2012/4
「挖万塘」

夏に80 年ぶりの旱魃で小水利・灌漑施設の脆弱が露呈。省内に計20万
以上の溜め池の掘削・整理、用水路の修復・整理等が行われた。省全体
の投入は163.95億元(中に社会募金30.45億元)。

2012/12‐2013/3
「潔万村」

すべての村に清掃員を配置し、ゴミ収集所の設置、ゴミの集中回収と処
理やゴミの分別処理制度を導入。緑化・美化運動を遂行。

2013/12‐2014/3
「恵万民」

すべての村に光ファイバーの敷設とITインフラの整備、村民事務室にコン

ピュータ―の設置と専門スタッフの配置で、村民向けの公共サービスの
手続きの現地処理を実現。

2015/1‐2015/5
「通万村」

1月31日まで8700チーム計11万名の公務員はすべての村に進駐し、「三

農基礎をしっかり固め、農民の生活を改善し、バスの開通を実現し、綺
麗な村落を建設する」のミッションで援助活動。

出所：任・趙(2015)。
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日本の行政役割分担
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都道府県の自主財源比率
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• 日本では、基準財政需要額：｢基準財政需要額｣
とは、各地方団体の財政需要を合理的に測定す
るために、当該団体について地方交付税法第11
条の規定により算定した額とされている。

• その算定は、各行政項目別にそれぞれ設けられ
た「測定単位」の数値に必要な「補正」を加え、こ
れに測定単位ごとに定められた「単位費用」を乗
じた額を合算することによって行われる。

• 例 山梨県旧芦川村 （2000年人口590人）
2004年基準財政需要額4.53億円。地方税収入
0.26億円、交付金など4.83億円
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抜粋：国土交通省道路局「道路行政の簡単解説」
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抜粋：公立学校施設整備の国の負担
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抜粋：文部科学省教育行政検討会資料

32



中国が日本から学ぶべきこと

33



参考文献

• 任雲2015 「農村の改革、発展と課題」 劉敬文・任
雲・肖厳華『現代中国経済』朝日出版社

• 任雲・趙茂安2015 「湖北省の新農村建設と農業近代
化」座間紘一編著『変貌する中国農村』蒼蒼社

• 清水洋二2010「都市化と農村の変貌」石井寛治他編
『日本経済史 ５ 高度成長期』東京大学出版会

• 沈扬扬; 詹鹏; 李实2018 「扶贫政策演进下的中国农
村多维贫困：1995‐2013」北京師範大学中国収入分
配研究院 working paper‐No.69.

• 李实；岳希明2018 「中国收入差距为什么越来越
大？」 『财经』 7/15（微信公众号）

34


